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背景： Palm Springs (CA,USA)

• 最終学歴

–2010年9月 神戸大学大学院工学研究科市民工学専攻博士後期課程 修了

• 職歴

–2010年4月～2010年9月 日本学術振興会特別研究員DC

–2010年10月～2010年12月 日本学術振興会特別研究員PD

–2011年1月～2016年3月 東京工業大学大学院理工学研究科土木工学専攻 助教

–2016年4月～2020年12月 東京大学空間情報科学研究センター 講師

–2021年1月～2022年3月 東京大学空間情報科学研究センター 准教授
（上記期間に大学院新領域創成科学研究科 社会文化環境学専攻、

モビリティ・イノベーション連携研究機構、デジタル空間社会連携研究機構を兼務 ）

–2021年4月～現在 阪急阪神ホールディングス株式会社

データアナリシスディレクタ

–2022年4月～現在 東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻 特任准教授

–2023年4月～現在 株式会社ソーシャル・デザイナーズ・ベース 代表取締役社長

• 受賞歴

–平成２１年 ５月２０日 第23回交通工学研究会論文賞

–平成２５年１２月 ５日 第30回日本道路会議優秀論文賞

–平成２６年 ６月１３日 平成25年度土木学会賞論文奨励賞

–平成２６年 ８月８日 第34回交通工学研究発表会 研究奨励賞

–平成２７年 ９月１６日 IEEE 18th International Conference on   

Intelligent Transportation Systems, Best Paper Award

–平成２８年 ６月２０日 第30回交通工学研究会論文賞

–平成２９年１１月４日 土木計画学研究委員会優秀論文賞

–平成２９年１１月１６日 Transportation Research Part C: 

Emerging Technologies: TRC Best 

Paper Award 2017
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次世代交通情報学：
都市や地域での交通システムの計画・設計・評価や情報提供の方法の改善等に資する観測
システム（①）、データ解析（②）及び、シミュレーション手法（③）の構築に関する研究領域を実
施することで、次世代交通システムを見据えた計画・設計・評価分野の総合的な高度化をは
かるための要素技術の開発を実施するとともに、ICTを活用した一体的な技術革新を目指す。

様々社会システムや官公庁の統計調査
に伴って収集されるビッグデータ

e.g. 民間企業(交通系ICカードデータ)、官公庁（ETC2.0データ等）
※各種委員やスプリットアポイントメントでの活動によりプラット
フォーム構築や高度化を実施

各種専門調査の開発・設計・実施
「①観測システムの構築」の研究領域
• IoT(Internet of Things)の応用
• 機械学習等を実装した次世代交通調査機器
• 次世代のプローブカーを想定した研究
※ICTを活用した観測手法の高度化や最新のモデルに対応する調査設計

データ収集

データ解析

大量のデータを活用した交通分析手法の確立
「②交通系ビッグデータの解析手法構築」の研究領域
• 交通系ビッグデータの可視化
• 交通系ICカードデータを用いた人流解析
• データドリブンな交通流の異常検出
※データドリブンな解析手法、従来データとのデータ融合による知見の高度化を目的と
した手法構築

高度なデータ利用に基づく交通解析

「③次世代交通のためのシミュレーション環
境構築」の研究領域
• 次世代交通システムの計画・設計・評価を見据えた、

マルチエージェント交通シミュレーション手法の改良及
びインプットデータの生成手法の構築

※①②の知見を活かした行動仮説や基礎データをもとにしたシミュレーションの実施

可視化等による
実態把握

異常検知
将来推計・
施策評価

短期予測

観測期間・範囲・項目が高度化されたデータ

データインフォームド交通工学



Activities 情報技術×交通工学
• Research Topics

– 次世代モビリティサービスの理論研究
• e.g. ライドシェアサービス，動的課金など

– 交通系データ収集・解析
• e.g. プローブカーデータによる交通状態推定や事故検知，次世

代プローブカー情報の活用，交通系ICカードによる行動分析，
BLEを用いた交通需要観測網構築

– シミュレーションデータ生成・データプラットフォーム
• e.g. 次世代交通設計に向けたシミュレーション環境構築など

• Fieldwork
– ETC2.0プローブデータによる高速バスのバスロケ連携システム

– 自動運転サービス・交通機関連携の実験
• 実証実験・ワークショップ・行動観測（@常陸太田市、さいたま市など）
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移動体情報を表現するためのデータ

・既存統計・GISデータ

・マイクロジオデータ

⼈の流れプロジェクト
http://pflow.csis.u-tokyo.ac.jp/index-j.html

・⼈の流れデータ

社会・インフラ基盤データ

・パーソントリップ調査データ

サービスデータ
・時刻表
・シェアリングシステムの運⽤データ

活動パターン

・SP調査データ

交通手段・経路

目的地

⼈の⾏動の表現

インフラ構造を表現

都市内の交通やマッチ
ングサービスを表現

静的インフラ層

動的インフラ層

⾏動データ

都
市
活
動
の
表
現

・ネットワークデータ

・⼈流ビックデータ



マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発
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研究者（所属・役職）

日下部貴彦（東大CSIS・准教授）
［代表・統括］

柳沼秀樹（東京理大・j准教授）

山口裕通（金沢大・助教）

福田大輔（東大・教授）

内田賢悦（北大・教授）

瀬尾亨（東工大・准教授）

川崎洋輔（日大・講師）

三谷卓摩（東大CSIS・客員研究員[愛媛大・特定
講師]）

研究体制
近年，次世代モビリティの導入に向けた道路及び付属施設
の整備に向けた実験や計画が加速

・どういうデータを用いて評価すべきか？
・どこに，どんな拠点・結節点を整備することがのぞましいのか？
・整備後の利用状況などをいかにモニタリングしていくのか？

都市部の例：品川駅西口基盤整備事業
中山間地域の例：中山間地域における道
の駅等を拠点とした自動運転サービス

出典：国土交通省

次世代モビリティの導入にあたっては，交通結節点となる
拠点が重要な要素であり，整備にあたっては，
・ラストワンマイル
・マルチモーダル
・利用者の行動

出典：国土交通省

などを考慮しなければならない点で新しい道路の施策ならではの課題がある．

協力機関：地域道路経済戦略会議関東地方研
究会（関東地方整備局）
・さいたま市・常陸太田市

・（株）地域未来研究所、（株）アイ・トランスポー
ト・ラボ、日本工営（株）

2022年3月当時

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より
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ii. 中山間地域の地域内・地域間交通に関する拠点の
モビリティ強化策の提案

・中山間地域の高齢者を中心とした次世代モビリティを用いた地域内・地域間交通の設計
課題：都市部のようなパーソントリップ調査が実施されていない．高齢者による頻度の低いが生活に必須の
活動に対する交通需要を把握する必要がある．

交通需要データ
令和元年度に常陸太田市高倉地区で実施したBLE 
(Bluetooth Low Energy)タグを用いた交通行動調査結
果をもとに活動発生モデルを構築．

調査データの概要
対象者： 高倉地区在住の52名
期間： 2020年7月29日～2021年2月29日
常陸太田市内19カ所に設置された受信機で対象者
の来訪を検知
※期間内に観測された来訪は延べ9649人日であり，買い
物が2869人日，病院が1510人日，生活（役所・郵便局

等）が2590人日．

交通行動モデル（活動実施選択モデル）
活動毎に日ごとに活動の実施を2項選択する
Latent class logit model（潜在クラスロジットモデル）
を構築し，交通需要データからパラメータを推定
（活動は，目的地の施設より買物（地区内・地区外），病院（地区
内・地区外），生活（郵便局・役所・地域センター）に分類 ）

活動なしの効用関数
𝑉 ൌ 𝛼  𝛼௦𝜖

活動ありの効用関数
𝑉௫ ൌ 𝛽௦ 1െ𝛿 𝑥௦  𝛽ௗ 𝛽ௗହ𝛿ହ 𝛽ௗହ𝛿ହ 𝛿ௗ𝑥ௗ 𝛽𝑥

𝜖 :個人毎のランダム変数（正規分布）
𝑥௦:exp(調査開始日からの日数/調査日数)
𝑥ௗ:exp(前回活動を行ってからの日数/調査日数)
𝑥:土日祝ダミー
𝛿ௗ:1回以上の活動を実施ダミー
𝛽ௗହ:65歳以上75歳未満ダミー
𝛽ௗହ:75歳以上ダミー
※調査日数は調査開始後56日間とした．

中山間地域での交通需要把握

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



評価シナリオ生成

数値シミュレーション

モデル
ラストワンマイルの次世代モビリティの設計方法とし

て，シェアリングシステムの設計問題を構築．

個人毎の1日のアクティビティを所与として，

次世代モビリティの設計で必要な要素である総旅行時

間・総走行距離・車両台数等を最適化し，必要な道路

容量・停車場所等を求める．
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ii. 中山間地域の地域内・地域間交通に関する拠点の
モビリティ強化策の提案

min𝑁  𝛼  𝑦𝑠,𝑖𝑗
𝑘 ,𝑡

𝑖𝑗 ,𝑠,𝑡 ,𝑘

 𝛽  𝑥𝑖𝑗𝑡

𝑖𝑗 ,𝑖്𝑗

 

s.t. 
∑ 𝑥𝑗𝑖𝑡െ1
𝑗 െ ∑ 𝑥𝑖𝑗𝑡𝑗 ൌ 0 ∀𝑖, 𝑡 ∈ ሺ0, 𝑡𝑚𝑎𝑥  ሻ（車両の保存則） 

∑ 𝑦𝑠,𝑗𝑖
𝑘,𝑡െ1

𝑗 െ ∑ 𝑦𝑠,𝑖𝑗
𝑘,𝑡

𝑗  𝑦𝑠,0𝑖
𝑘,𝑡 െ 𝑦𝑠,𝑖𝑗

𝑘,𝑡 ൌ 0  ∀𝑖, 𝑠,𝑘, 𝑡 ∈ 𝑇𝑘 ൌ ሼ𝑡 ∈ ሺ0, 𝑡𝑚𝑎𝑥 ሻሽ⋂ሺ𝑘,𝑘  𝑑𝑚𝑎𝑥 ሿ  ( 乗
客の保存則) 
∑ 𝑦𝑠,𝑖𝑗

𝑘,𝑡
𝑠,𝑘  𝜌𝑥𝑖𝑗𝑡  ∀𝑖𝑗, 𝑖 ് 𝑗, 𝑡 （リンクでの乗客の容量制約） 

𝑥𝑖𝑗𝑡  𝜇𝑖𝑗  ∀𝑖𝑗, 𝑖 ് 𝑗, 𝑡 （道路リンクの容量制約） 
𝑥𝑖𝑖𝑡  𝜅𝑖 ∀𝑖, 𝑡 （ノードでの駐車可能台数制約） 
∑ 𝑥0𝑖

0
𝑖  𝑁 （車両数の制約） 

𝑦𝑠,0𝑟
𝑘 ,𝑘 ൌ 𝑀𝑟𝑠

𝑘  ∀𝑟𝑠,𝑘 （乗客の出発制約） 
∑ 𝑦𝑠,𝑠0

𝑘,𝑡
𝑡∈ሾ𝑘,𝑘𝑑𝑚𝑎𝑥ሿ ൌ ∑ 𝑀𝑟𝑠

𝑘
𝑟  ∀𝑠,𝑘 （乗客の到着制約） 

∑ 𝑐𝑖𝑗𝜇𝑖𝑗𝑖𝑗  ∑ 𝑐𝑖𝜅𝑖𝑖  𝐶 (費用制約) 

※ Seo and Asakura (2020) Linear Programming for Strategic Optimization of Shared 
Autonomous Vehicle Operation and Infrastructure Design, The 8th International Symposium 
on Dynamic Traffic Assignment.

交通需要データ
（BLE調査）

人口メッシュデータ
（国土数値情報）

活動実施
選択モデル

活動別実施
場所分布

活動別実施
時間分布

需要データ
=各個人の活動パターン

（開始時刻・終了時刻・活動場所）

モビリティの設計条件
=目的関数，制約条件，運
行範囲の交通ネットワーク

ラストワンマイル（ライドシェアリング）
の設計・運用モデル

設計変数の決定

評価モデルと評価手順

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より
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ii. 中山間地域の地域内・地域間交通に関する拠点の
モビリティ強化策の提案

評価シナリオの試算 高倉地区居住の65歳以上(135名)の生活に必要な交通需要
を満たすシェアリングシステムの設計変数を求める．

総走行距離
（台リン
ク）

総旅行時間
（人分）

台数シナリオ

46753907一人乗り
台数最小化優先

421417020
一人乗り

総旅行時間最小
化優先

23648004二人乗り
台数最小化優先

209417014
二人乗り

総旅行時間最小
化優先

二人乗り
台数最小化優先
車の軌跡

二人乗り
台数最小化優先
人の軌跡

南北

時
刻

高倉水府
常陸
太田
中心

• 総旅行時間最小化の場合，常陸太田中心部にも車両が待機

• 台数最小化＋ライドシェアの場合，高倉地区内での相乗りが多く，常陸太田市中心
部との往復ではあまり相乗りしない（スケジュールを合わせるのが難しいため？）

→ 今回のような1地域を対象とした場合、ファースト・ラストワンマイル交通を自動運転車両で担う形態の交通
システムは有効とは言い難い．（必要な車両台数が増加、効率的な運用のため車両の地域間回送が発生）
→ 一方で総走行距離を減らす（≒事故リスク低減など）文脈では有効

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



次世代モビリティを想定した
中心市街地をはじめとした拠点内

での移動支援のための
結節点の計画手法の開発

10
国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より
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iii.中心市街地をはじめとした拠点内での移動支援のため
の結節点の計画手法の開発

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より
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iii.中心市街地をはじめとした拠点内での移動支援のため
の結節点の計画手法の開発

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より
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試乗前・試乗後に同一モニタに設問を実施

乗車経験によるバイアスを測定

最寄駅からの目的地までの移動を想定
• トリップ目的
• 施設までの距離
• 同行者有無
• 荷物有無
をシナリオ条件として提示

乗り物に応じた所要時間・料金を表示

Q5～7は片道毎に異なる手段を選択可能
Q8～10は往復で回答

（※ 施設内利用可能なパーソナルモビリ
ティを設定）

iii.中心市街地をはじめとした拠点内での移動支援のため
の結節点の計画手法の開発
SP調査を用いた交通行動モデリング

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より
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対象者数 21 

初期尤度 -663.0201 

尤度 -362.1615 

𝝆𝟐 0.454 

𝝆ഥ𝟐 0.407 

AIC 786.323 

 

 
Value Std err t-test (>0) p-value (>0) 

𝛼𝑎𝑏𝑜𝑢𝑡𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -5.75  1.59  -3.62  0.00  

𝛼𝑒𝑐𝑜𝑢𝑡𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -5.99  1.44  -4.16  0.00  

𝛼𝑚𝑏𝑜𝑢𝑡𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -9.54  3.32  -2.87  0.00  

𝛼𝑏𝑐𝑜𝑢𝑡𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -9.34  2.26  -4.13  0.00  

𝛼𝑝𝑚𝑜𝑢𝑡𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -12.30  3.58  -3.44  0.00  

𝛼𝑎𝑏𝑖𝑛𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -5.65  1.59  -3.54  0.00  

𝛼𝑒𝑐𝑖𝑛𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -5.96  1.44  -4.14  0.00  

𝛼𝑚𝑏𝑖𝑛𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -9.42  3.33  -2.83  0.00  

𝛼𝑏𝑐𝑖𝑛𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -9.37  2.26  -4.14  0.00  

𝛼𝑝𝑚𝑖𝑛𝑏𝑜𝑢𝑛𝑑  -12.30  3.58  -3.43  0.00  

𝛼𝑝𝑚
𝑠𝑡𝑎𝑦

 3.11  1.85  1.68  0.09  

𝛽𝑓𝑎𝑟𝑒  -2.32  0.98  -2.37  0.02  

𝛽𝑎𝑏
𝑒𝑥𝑝

 -16.30  13.50  -1.21  0.23  

𝛽𝑒𝑐
𝑒𝑥𝑝

 105.00  42.20  2.49  0.01  

𝛽𝑚𝑏
𝑒𝑥𝑝

 0.26  37.60  0.01  1.00  

𝛽𝑏𝑐
𝑒𝑥𝑝

 38.50  20.90  1.84  0.07  

𝛽𝑝𝑚
𝑒𝑥𝑝

 -29.30  15.10  -1.94  0.05  

𝜇𝑤𝑎𝑙𝑘𝑡𝑖𝑚𝑒  -69.10  16.00  -4.31  0.00  

𝜇𝑎𝑏𝑡𝑖𝑚𝑒  -17.80  15.10  -1.18  0.24  

𝜇𝑒𝑐𝑡𝑖𝑚𝑒  -52.80  28.70  -1.84  0.07  

𝜇𝑚𝑏𝑡𝑖𝑚𝑒  -28.40  65.90  -0.43  0.67  

𝜇𝑏𝑐𝑡𝑖𝑚𝑒  -27.10  27.00  -1.00  0.32  

𝜇𝑝𝑚𝑡𝑖𝑚𝑒  -10.80  15.30  -0.71  0.48  

𝜎𝑤𝑎𝑙𝑘𝑡𝑖𝑚𝑒  30.70  7.14  4.30  0.00  

𝜎𝑎𝑏𝑡𝑖𝑚𝑒  -44.50  13.70  -3.25  0.00  

𝜎𝑒𝑐𝑡𝑖𝑚𝑒  43.40  17.10  2.54  0.01  

𝜎𝑚𝑏𝑡𝑖𝑚𝑒  83.70  28.30  2.96  0.00  

𝜎𝑏𝑐𝑡𝑖𝑚𝑒  21.30  15.00  1.42  0.16  

𝜎𝑝𝑚𝑡𝑖𝑚𝑒  25.70  12.60  2.04  0.04  

𝛽𝑎𝑏
𝑓𝑟𝑒𝑞

 -8.21  4.36  -1.89  0.06  

 Value Std err t-test (<1.0) p-value (<1.0) 

𝜃𝑟𝑖𝑑𝑒  0.23  0.07  11.80  0.00  

試乗後に明らかにスケールパラメータが縮小
=回答者は試乗後、より明確に選択を実施？

結果の概要

① 自動運転バス、パーソナルモビリティは、
乗車体験後に効用が低くなる傾向がある
（試乗前は過大評価）

② 小型電動自動車、シェアサイクルは、乗車
体験後に効用が大きくなる傾向がある（試
乗前は過小評価）

③ シェアスクーターの利用に対する効用は個
人差が特に大きい

④ シェアサイクル、パーソナルモビリティは比
較的効用の個人差が小さい

⑤ ラストワンマイルのモビリティの導入には、
乗車に際して数百メートルの徒歩に相当
する抵抗があることを勘案する必要がある

iii.中心市街地をはじめとした拠点内での移動支援のため
の結節点の計画手法の開発
パラメータ推定結果

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より
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徒歩との効用差を試乗前後で比較

徒歩、自動運転バス、小型電気自動車、シェアバイク、シェアサイクル、シェアパーソナル
モビリティについて、それぞれ速度を3.5km/h、15km/h、15km/h、10km/h、10km/hと仮定

試乗前には、ほとんどモビリティの特性が考慮されず、それぞれのモビリティで効用差はほぼ同じ。
一方で試乗後には、モビリティによって多く異なる効用差が算出された。
→ 乗り物の特性を考慮した計画が重要

パラメータ取得のためにはモビリティの試乗は欠かせない

iii.中心市街地をはじめとした拠点内での移動支援のため
の結節点の計画手法の開発

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



次世代モビリティを想定した
中心市街地をはじめとした拠点内

での移動支援のための
結節点の計画手法の開発

16
国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



シミュレーション環境構築
・マルチモーダルでのシミュレーションが可能なマルチエージェントシミュレータ
MATSimを活用し評価を行うための環境構築
・ラストワンマイルに対応した詳細なデータ整備
・拠点設計モデルを活用したシナリオを作成・評価

17

iii.中心市街地をはじめとした拠点内での移動支援のため
の結節点の計画手法の開発

環境構築の対象エリア

ネットワーク・施設データ

方法論的課題：従来のマルチモーダルな交通計画に用いられるパーソントリップ調査データは
約直径2km程度のゾーン単位で集計されており，ラストワンマイルモビリティの評価に適した
需要データの生成が必要．

シミュレーションデータの概要

パーソントリップ調査

500mメッシュ人口
（国勢調査）

500mメッシュ従業者人口
（経済センサス）

施設ポイントデータ
（ゼンリン テレポイント）

IPF(iterative 
proportional 
fitting)等

500mメッシュ
交通需要データ

詳細化需要
データ

道路NW
（DRM）

鉄道・バスNW
（国土数値情報）

MATSim

モビリティの評価
・総旅行時間・待時間
・分担率・運用の効率性

シミュレーションによる検証

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



設定条件

18

大宮エリアベースケース
（大宮駅を中心とする東西約4km四方）

入力データ

4:00~12:00（8時間）シミュレーション時間

最適化問題での大宮エリアベースケースから求めた解（SAV経路と便数）を適用。
適用時間帯：ピーク時の7:30～8:30に車両が出発するスケジュール。
運行頻度：BRT（乗車定員60台とした）は8分に1台、SAV（乗車定員は10人とした）

は2分に1台の頻度で出発。
乗降場所：BRTは500-1000ｍに1か所、SAVは250-500ｍに1か所を目安に設定。

BRT、SAVの設定

・主要駅（大宮駅、さいたま新都心駅、北与野駅）を利用するトリップ（PT利用
者）の比較
・距離分布（ヒストグラム）
・旅行時間分布（ヒートマップ）
・バス停での平均待ち時間（ヒストグラム）

・分析対象：7:00~9:00の乗降者
・比較：ベースケース vs SAV導入ケース

評価方法

最新鋭の交通シミュレーションを採用
• 人の活動を再現するMATSim
• 交通流を精緻に再現するSOUND
を組み合わせたフレームワークを作成

※利用者の選択行動の内、経路変更・出発時刻変更をMATSimで採用
※交通流に関しては、渋滞列・信号をSOUNDで組み込み

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



設定条件

19BRT（乗車定員60台）は8分に1台 SAV（乗車定員10人）は2分に1台

既存の路線バス

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



導入効果

20
国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



利用者数・乗換分布

21

合計SAVBRT路線バス

11,236 0 0 11,236 ベースケース

16,179 2,604 1797 11,778 BRT/SAV導入ケース

交通手段別利用者数の総計

→ SAVによるネットワーク化が既存路線バスの利用者数も押し上げる結果

→ 結節点の整備が必要な場所が明確化
SAVや乗合タクシー等の共有型サービスが普及する都市では、路上・路外にSAVとBRTが
結節する停車スペース・待合スペースなどの施設整備が必要となることを示唆

国土交通省、道路政策の質の向上に資する技術研究開発「マルチスケールな交通連携を想定した拠点配置と交通マネジメントについての技術研究開発」（平成31年度採択、日下部貴彦代表）成果報告レポート(2022年)より



道路・交通・都市のデータの課題

• 行動データ
従来からの道路交通センサス等の調査データに加え、ETC2.0など、一定の目的に用いることができるデータの
充実はみられる。
– 中山間地域の交通需要データ

• 都市部のようなパーソントリップ調査は実施されていないことから、次世代交通など交通手段を跨ぐ分析が可能な交通需要
データは存在しない。ビッグデータも匿名化処理により過小な需要となっていることが想定され、交通計画に用いるための精
度が確保できるかは検討を要する。

• プローブパーソン調査は、調査機器の維持など調査対象者の負担が大きく、代替の調査手段の検討も必要。

– 都市部の交通需要データ
• パーソントリップ調査・道路交通センサス・大都市交通センサスなど、分析目的に応じて代表性のあるとされるサンプルによる

データの取得が可能。一方で、既往データはゾーン単位の集計になるなど、ラストワンマイルの交通手段など次世代交通手
段の需要を表現するためには不十分な単位となっている。

• サービスデータ
– 時刻表など基礎的な情報の入手が難しい、提供されていない、高額の何れかである。

• 社会・インフラ基盤データ
– 次世代交通手段の解析に必要な歩行者ネットワークなどのミクロレベルのデータの入手が難しい
– 道路ネットワークの実装が難しすぎる（DRM、VICSリンク、UTMSリンクを組み合わせる必要がある。）

22



民間企業でのDXを支援する
データ分析ラボの実例紹介

23



24

次世代交通情報学：
都市や地域での交通システムの計画・設計・評価や情報提供の方法の改善等に資する観測
システム（①）、データ解析（②）及び、シミュレーション手法（③）の構築に関する研究領域を実
施することで、次世代交通システムを見据えた計画・設計・評価分野の総合的な高度化をは
かるための要素技術の開発を実施するとともに、ICTを活用した一体的な技術革新を目指す。

様々社会システムや官公庁の統計調査
に伴って収集されるビッグデータ

e.g. 民間企業(交通系ICカードデータ)、官公庁（ETC2.0データ等）
※各種委員やスプリットアポイントメントでの活動によりプラット
フォーム構築や高度化を実施

各種専門調査の開発・設計・実施
「①観測システムの構築」の研究領域
• IoT(Internet of Things)の応用
• 機械学習等を実装した次世代交通調査機器
• 次世代のプローブカーを想定した研究
※ICTを活用した観測手法の高度化や最新のモデルに対応する調査設計

データ収集

データ解析

大量のデータを活用した交通分析手法の確立
「②交通系ビッグデータの解析手法構築」の研究領域
• 交通系ビッグデータの可視化
• 交通系ICカードデータを用いた人流解析
• データドリブンな交通流の異常検出
※データドリブンな解析手法、従来データとのデータ融合による知見の高度化を目的と
した手法構築

高度なデータ利用に基づく交通解析

「③次世代交通のためのシミュレーション環
境構築」の研究領域
• 次世代交通システムの計画・設計・評価を見据えた、

マルチエージェント交通シミュレーション手法の改良及
びインプットデータの生成手法の構築

※①②の知見を活かした行動仮説や基礎データをもとにしたシミュレーションの実施

可視化等による
実態把握

異常検知
将来推計・
施策評価

短期予測

観測期間・範囲・項目が高度化されたデータ



阪急阪神ホールディングスのDX (2021年5月)

阪急阪神ホールディングス（株） 「阪急阪神ホールディングスグループ2020年度（2021年3月期）決算説明会資料」2021年5月21日 より
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鉄道グループのビッグデータ利用

住む

働く 憩う

都市での人の活動

26

民鉄の事業

不動産

都市交通

エンタテイメント

情報・通信 旅行

国際輸送

ホテル

グループ
約100社



鉄道グループのビッグデータ利用

住む

働く 憩う

都市での人の活動 都市の機能と
民鉄の事業

都市交通+情報・通信
デジタルサービス

不動産

エンタメホテル・旅行

住む

働く 憩う

27



MaaSとDX

28

参考文献）国土交通省総合政策局：MaaS関連データの連携に関するガイドラインVer. 2.0
（令和３年４月９日改訂）

MaaSの領域

移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービス
を最適に組み合わせて、検索・予約・決済等を一括で行うサービス提
供を行うこと

• 移動関連データの連携と活用が主な取り組み

DXの領域

新しい製品やサービス、新しいビジネス・モデルを通して、ネットとリアル
の両面での顧客エクスペリエンスの変革を図ることで価値を創出し、競
争上の優位性を確立すること

① 鉄道・グループ会社の競争力を高める取り組み
→新規事業・顧客体験向上

② 企業内の基幹システム改善・業務改善
→システム更新（2025年の崖からの脱却=構造改革を含む）

③ 企業内のデータ活用
→データを用いた経営

①②には③によるデータに基づく判断が重要な一方、③には①②から
得られた「正しい」データ（=IDや業務フローに対応づいたデータ）が必要

①②③を一体的に進化させることがDX
→移動ニーズをとらえるという視点も企業価値向上の一部？

参考文献）Japan IT Market 2018 Top 10 Predictions: デジタルネイティブ企業への変革 ‐
DX エコノミーにおいてイノベーションを飛躍的に拡大せよ, IDC Japan プレスリリース, 2017 
年 12 月 14 日

情報システムを整備するという点では共通しているが…



チームづくりの考え方

29

デザイン思考、アジャイル思考と、これらを支える適切なITリテラシ・ビジネスリ
テラシを持ったチーム育成

データエンジニア系データサイエンス系

ビジネス系

システムエンジニアリング

エンタープライズ
アーキテクチャ

データ基盤設計

バックエンド
システム開発

コンピュータサイエンス

データサイエンス

クラウドインフラ

情報セキュリティ

データ活用業務の
設計・実装・評価

可視化
数理統計

多変量解析

機械学習
深層学習

ビジネス戦略策定・実行

データ理解
プライバシー保護

プロジェクトマネジメント

ビジネス調査・分析

ビジネスモデル設計

マーケティング

知財・法務



データ分析チームに必要だったこと

• チームビルディング

• プロジェクト企画

• プロジェクトマネジメント

• 効率的なチーム運営

→これらが整えば、必要な能力は、個の力として身についていく。
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業務改善のプロセスとデータ分析
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②課題を解決したい

①解決すべき課題を
見つけたい（選びたい）

③施策を実施したい システムを構築・実装

課題の具体化・明確化・記述

施策の具体化・明確化・記述
（要件定義）

④効果を知る、さらなる
改善につなげたい

ニーズ ゴール

継続的な改善プロセスを構築

・日々の運用での気づき
・ご意見箱
・他社事例

・担当者の創意工夫
・協力会社との連携

・運用ルールの設計
・担当者、部署での内製
・他社への発注

・効果の評価
・運用ルールの見直し



業務改善のプロセスとデータ分析
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②課題を解決したい

①解決すべき課題を
見つけたい（選びたい）

③施策を実施したい システムを構築・実装

課題の具体化・明確化・記述

施策の具体化・明確化・記述
（要件定義）

④効果を知る、さらなる
改善につなげたい

ニーズ ゴール

継続的な改善プロセスを構築

現象の詳細把握データ分析・仮説検証
（統計分析・シミュレーション）

基礎的な集計
探索的なデータ分析（データマイニング）

システムの運用状況をモニタリング（KPI
や基礎集計項目の自動算出）・
定期的な詳細分析・効果検証

課題解決のためのデータ活用
（推定・検知・予測による改善）

業務プロセスのレビュー

課題解決の糸口となる業務の検討
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データ分析

ヒアリング

データ収集方法
・データの制約、項目、構造、信頼性

集計・可視化等
ヒアリングで把握できた課題等の確認

教師なし学習
データから見える関係性の把握

業務プロセス

・各事業や業務におけるステークホル
ダーとその接点

データ利用
・各業務におけるStrategic・ Tactical・
Operationalに関するデータの利用状
況

実施案作成
・現場

・機械学習等を
用いた最適案

施策実施

検証
・統計分析

事業部門・ラボ合
同打合せ

・現場の業務プロ
セス確認
・テーマ絞込

ラボ内打合せ
・WS
・データ解釈
・仮説設定
・施策テーブル作成

提案作成
・基礎統計分析
・仮説裏付
・複数提案作成

①現状理解・問題把握 ②課題設定 ③施策実施・検証

ラボの業務プロセス
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データ分析

ヒアリング

データ収集方法
・データの制約、項目、構造、信頼性

集計・可視化等
ヒアリングで把握できた課題等の確認

教師なし学習
データから見える関係性の把握

業務プロセス

・各事業や業務におけるステークホル
ダーとその接点

データ利用
・各業務におけるStrategic・ Tactical・
Operationalに関するデータの利用状
況

①現状理解・問題把握

ラボの業務プロセス

この部分が8割
• ヒアリング（仕様確認・業務要件定義）
• データ実装
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実施案作成
・現場

・機械学習等を
用いた最適案

施策実施

検証
・統計分析

事業部門・ラボ合
同打合せ

・現場の業務プロ
セス確認
・テーマ絞込

ラボ内打合せ
・WS
・データ解釈
・仮説設定
・施策テーブル作成

提案作成
・基礎統計分析
・仮説裏付
・複数提案作成

②課題設定 ③施策実施・検証

ラボの業務プロセス

この部分が8割
• IT基盤の連携
• 要件定義
• 現場業務への落とし込み
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阪急阪神DXプロジェクトで明らかになった課題

プロジェクト推進上明らかになった課題
• データ分析に必要なバックグラウンドの多様性
• データ分析に必要な人材の育成、維持
• 社会でのDXを前提としたデータ分析・活用の浸透

データ分析に必要なバックグラウンドの多様性

• ビジネスアーキテクト、データサイエンス、データエンジニアリングの専門知識が必要なうえ、部署間の調整を図ったうえ
で、経営や施策実施で効果を上げるには、法務やプロジェクトマネジメントの知識も必要である。

• 数多くのビジネスユニットを持つミンテツ事業で、多様な事業に精通し、データ活用に理解があるビジネスアーキテクト
を養成する必要がある。

• データサイエンスの分野も、企画検討に必要な探索的データ分析（EBA）や教師なし学習、仮説検証に必要な統計学や
因果推論、予測等に必要な機械学習・AIの分野は、大きく分野が異なりバックグラウンドとなる知識体系が異なることか
ら、短期間での習得は難しい。また、機械学習・AIの分野の進展は早く、日々技術力を研鑽する必要がある。

• 多くの最新技術は日本で開発されておらず、英語での技術習得も求められる。

• データエンジニアリングについては、各種クラウド環境の知識やプログラミング能力が必要である。特に、接続先のシス
テムの特性に応じたデータ加工や、システムの接続・ネットワークインフラなど、幅広い専門知識が要求される。

データ分析に必要な⼈材の育成、維持について
• 企業内のデータがから、施策実施、業務改善、経営者へのレポーティング等を企画段階から幅広く実施するデータ分析ラボ機
能を企業内に構築することには成功したが、今後の継続的な⼈材獲得・育成に課題がある。

• 現在の⽇本の多くの⼤学での教育体系は、このようなデータ分析やDXのニーズに応えられるものではなく、企業内での育
成を余儀なくされている。

• 参加すべき学術系のコミュニティも、専⾨分野毎に分散しており、必要な領域の情報収集・フォローアップを⾏うことも⼀企業
のみで⾏うことは⾮効率な状況にある。

• このような組織を⼀企業のみで構築し、維持していくことは容易ではない。


